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　1　森嶋通夫氏は，最近の著書〔2〕において，　「マルクス経済学で決定
的に重要なことは，労働価値論から独立している理論と労働価値論ときりは
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）なせない理論とを峻別することである」が，そのような峻別によって，マル
クス経済学を，　「マルクスーフォン・ノイマンの花」を咲かせるように，フ
ォン・ノイマンの幹に移植することが可能となるのであり，　『マルクスーフ
ォン・ノイマンモデル』として発展させることによって，マルクス経済学は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）「現代経済学における市民権を獲得することができる」’として，　「労働価値
論なしのマルクス経済学」としてのマルクス経済学の再構成の必要性を強調
されている。
　更に，森嶋氏は，マルクスの再生産論について，動学経済理論の分野にお
いて，マルクス経済学は近代経済学に優越しており，経済理論の中核として
の「動学的一般均衡理論」の基礎は，マルクスに負うているのであり，マル
クスの再生産論は，今日の経済成長理論の原型とみなしうるものであるとさ
れ，それ故に，　「マルクスの再生産論とワルラスσ～資本蓄積論とはともに，
（1）　〔2〕186ページ。
（2）　〔2〕229ページ。マルクスーフォン・ノイマンモデル’そのものについて，森嶋
　氏は，〔13〕p．136～40において，拡大する資本主義経済のモデルとして問題にさ
　れている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）現代の動学的一般均衡理論の生みの親として尊ばれなければならない」とさ
れる。しかし，その動学理論の分野におけるマルクスの作業も，労働価値論
から独立しておこなわれているのであり，それ故に，それはマルクスーフォ
ン・ノイマン型の動学的一般均衡理論にたやすく発展せしめられうるとされ
て，最後に，森嶋氏は，いまやマルクス経済学と正統派経済学の「成長理論
をマルクスーフォン・ノイマン理論に統合することが提唱されており，発展
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）の新段階がまさに始まろうとしている」と高らかに宣言されるのである。
ここでは，この森嶋氏の問題提起を全体にわたって論じることは，筆者の
．（3）　〔2〕2ページ。
（4）　〔2〕10ページ。森嶋氏のこのようなマルクス評価は，かってのべーム・バヴエ
　　ルク，オスカー・ランゲ等とは決定的に相違するものであり，それは「近代経済
　　学」の研究者のマルクス批判と評価との新段階を画するものとして位置づけられね
　　ばならないといえよう。マルクス経済学批判の古典的存在であるバヴエルクは，マ
　　ルクス経済学の運命を次のように予言したのである。「マルクスの体系は，過去と
　　現在をもつが，しかし永続的未来をもたない。マルクスの学説のように空虚な弁証
　　法に基礎をおく体系は，あらゆる科学的体系のうちで，もっとも確実に亡ぶべき運
　　命をになうものである。巧妙な弁証法は，一時的に人間の心の上に印象をとどめる
　　かもしれないが，けっしてそれは永続的ではない。長いあいだには，けっきょく事
　　実と原因結果の固い連鎖とが勝利を占める。……非常に若い社会科学の領域だから
　　こそ，マルクスの著作は，影響を，じつに大なる影響を，あたえることができたの
　　である。」（〔22〕146～7ページ）叉，ランゲは，資本主義経済の歴史認識，その
　　変革の理論的首尾一貫性という点において，マルクス経済学の優越性を認めるので
　　はあるが，資本主義経済の現実に生起する諸現象把握という点において，「近代経
　　済学」の優越性を認めるのである。ランゲは，両者を相互補完的関係にあるものと
　　して把握していたのである。　（〔23〕）しかし，ランゲの把握したマルクス経済学
　　とは，どちらかといえば「シユムペーター的動学」に改訂されたものであり，問題
　　’をローザンヌ学派の内部でのみ取扱おうとしていたのである。！9世紀末のバヴエル
　　ク，30年代のランゲ，70年代の森嶋氏において代表的にみられるマルクス経済学評
　　価の変遷の過程こそは，「近代経済学」の生成，発展，消滅の過程に他ならないと
　　いえよう。バヴエルクにあっては，マルクス経済学は否定されるべき対象としての
　　意義しかもちえないものであったのであり，ランゲにあっては，無視しえない存在
　　として，その存在を確認することが試みられたのである6然るに，「近代経済学」
　　の理論的危機が喧伝され，その破産が白日のもとに曝されている現時点においては
　　マルクス経済学は理論的摂取の対象として，その命脈梱渇を救う力として再評価，
　　というよりも，ここにおいではじめてその内在的検討が「近代経済学」の研究者に
　　よって試みられようとしているのである。森嶋氏の著書〔2〕は，そのような意義
　　と評価を持つものであり，一の里程標として位置づけられるべきものでもある。
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能力の及ぶところではないので，　〔2〕の第IV部「再生産表式」を中心に，
①資本主義経済の不安定性，②資本主義経済の動態運動のモデル，③動学的
転化問題，の3点について検討をすすめることにしよう。
　皿　森嶋氏にしたがって，再生産表式を一般的に次のようにおくものとす
る。
　　yエ＝・cエぬ＋VIツ1＋SIツエ　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　　YI＝c∬二YI十vIY正十s正二yH　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　ここで，Yエは，価値ではかった第工部門（資本財産業部門）の産出量であ
り，それの1単位について，Sエの剰余価値を獲得するのに，　CIの不変資本
とVIの可変資本が必要であることを（1）式は意味している。即ち，　CI，　VI
は夫々の資本の投入係数に等しいのである。ッ皿は，価値ではかった第］1部
門（賃金財，奢修財産業部門）の産出量であり，そこにおいても第1部門と
同様の想定がなされている。
琳の野晒物置増勢を・（押目同一）とすれば・　…＝＝ci／vi
（i＝　1，1），・一・轟である．
　ところで，森嶋氏は，マルクスは，拡大再生産過程の表式的叙述に際して
　　　　　　　　　　　　，
次のような「特殊な投資関数」を導入しているとされる。　「（i）部門1の資
本家は，かれらの剰余価値のある一定割合を蓄積にあてる。（ii）しかも，そ
れは部門1に再投資されるのであって，紐：1の割合で不変資本および可変
資本に転化される。（iii）部門皿の資本家は，資本財に対する需要と供給の間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）のバランスが維持されるように，かれらの投資を調整する。」森嶋氏は，マ
ルクスのこのような投資関数のゆえに，その拡大再生産表式は出来はよくな
いとして，再生産論の展開に際しては，投資行動に関する諸仮定を，次のよ
うな「ヨリ合理的な仮定」におきかえ，　「ヨリ自然な投資関数」を導入する
必要があるとされる。（i）部門1と部門皿の資本家は，同じ貯蓄性向をも
つ。（ii）両部門において，同一の均衡利潤率が支配しているものとすれば，
（5）　〔2〕142ページ。
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両部門の資本家は両部門における投資機会について等しい関心を示すので，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）かれらの投資活動がかれら自身の部門に限定されるということはないp
　ここで提起された森嶋氏の投資関数において問題になるのは，（ii）よりも
（i）の仮定についてである。それはマルクスの投資関数とは決定的に相違す
る点であり，再生産論においてこの仮定を容認するふ否かが論点の分岐：点で
あるといっても過言ではないのである。
　かくして，aを蓄積率，　bを資本家の消費性向とし，醗（t）　・・9i・yi（t）＝
yi（tA－1）一　yi（t），σ瓢L五）とすれば，拡大再生産の場合には次のような基本的
需給方程式をえる
　　YI（t）＝clYI（t）＋clyl（t）＋cldyl（t）＋c”dyg（t）　（3）
　　YI　（t）　＝＝　vlYI　（t）　＋vlyl　（t）　＋vl　dyl　（t）　＋vldyl　（t）　＋bs　lyl　（t）　＋　bs　lyl（t）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　（3），（4）は簡単に
［；1［li］＝［ilvCI）　［Yyl［t‘：li］’［2si　bs？］　（；i［li）　（5）
　⑤を書替えると
［；1［li］一（Sli：ll）　［；1［1：i，i）　（，）
　但し，
砥一％脇架潔（・一L・）　　　　（・）
　連立差分方程式⑥について，森嶋氏は，それは「再生産論の基本方程式」
　　　　　　　　　　　　　　（7）とみなすことができるとされる。森嶋氏は，（6）の方程式の解を検討されて，
　（6）　〔2⊃工46ぺごジ。サミユエルソンは，最近の「マルクスルネッサンス」（J．ロ
　　　ビンソン）ということについて，次のように述べている。ニューーレフトは，最近，
　　　『資本論』の成熟したマルクスに興味を失い，「経済学批判要綱』　（1857～58）や
　　　初期マルクスに大いなる関心を示しているのであるが，丁度その時に，レオンティ
　　　エフースラッフア分析の文献は，マルクスの単純再生産と拡大再生産の研究につい
　　　てなされた基本的な貢献に対して，それ相応の評価を下しはじめているのである。
　　　（9）　p．　270．
　（7）森嶋氏は，論文〔3〕においては，再生産表式を次のように再構成きれている。
　　　　　　　　　　　　　　　　一24一
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資本制経済の動学径路について次のように結論されている。
　ぬ（の，y」（t）の双方が同率で成長するような産出量の径路，均斉成長径路
といったものは存在しうるが，そのような均斉成長径路は確定的に：不安定的
である。経済がはじめから，この均斉成長径路から離れて出発するならば，
時間の経過とともに，経済はその径路からますます離れていくことになる。
もし，資本の価値構成が第1部門よりも第皿部門のほうが大きいならば，即
　経済は，n部門に分割きれ，資本財は吻種類（ブ＝1……m），消費財は々種類
（k＝m十1・・・…n）あるものとし，’期における∫財の産出量を班（のとすれば
　　　　れ　Yi（の＝Σcゴ¢⑦＋Vi（の＋s凪（の　（ゴ霜工・・…・n）
　　　　ゴ＝1
ここ?ｨ／胴一聾・・ω／一一脇趣’）一硯し・
上記の式の両辺を若（ので割れば，
　　ゆ　1＝ΣcゴiVz＋Vi＋SiVi　　　　　　　　　　（i＝1・
　　ゴ隅1
蓄積率を碗とすれば，蓄積のための追加不変資本，
表現される。
△oゴ・ω㌃oゴ乞alSi（の
　　　　Σoゴ乞＋l
　　　　j＝1，
△Vi（t）＝＝、fila・S・（t）
　　　　Σoブ‘＋l　　　　　　　　　　　z＝＝1……n
　　　　ゴ諸1
ここ門々四望鯉川・…・・とす鳳
総需要は次のように表現される。
　巧（t）＋△Vt（の・・Vi（エ＋ri）Yi（t）
　・・n）
追加可変資本は，次のように
1’＝1・…．，m，　i＝1・一・…n
不変資本と可変資本に対する
　Cゴ乞（t）＋△Cdi（t）　＝・　CdiVi（1＋ri）　Yi（t）ノ＝1……m，　i＝1……n
　　　　　　　　　　　　　　i＝1……n
　又，伽躊勉娠エ＋7の，Wt　・Vi（1＋ri）と書けば，不変資本ブに対する需要は
Dd（1）（の＝・ΣhゴiYi（の　ノ竃1・・一m
　　　　i＝1
可変資本に対する需要は
　ΣWiY‘（の
　ゴ＝1
消費財んに対する労働者の消費性向をβk，資本家の消費率をβ’kとすれば
　れ　　　　　　　　　　　　　　れ
　Σβte・・1，Σβ’ん＝1
　んコれキユ　　　　んニ　ヨトユ
それ故，消費財々に対する需要は
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ち，塞く所であれば，均斉成長径路をめぐる大巾な振動が生じ，資本集約
度の条件がその逆であれば，経済は均i斉成長径路からいずれかの方向に単調
　　　　　　　　　　　　　（8）に発散してゆくことになる。
　森嶋氏は，マルクスの再生産表式の改良されたモデル（6）から導かれる動学
径路は，極めて不安定な性格をもつものであり，そのことは資本制経済の運
動径路の不安定性を意味するものであるとされるのである。資本制経済の動
態過程を不安定性において特徴づけることは全く至当なことであるが，問題
はその不安定性がいかなる原因によって惹起されるものとして把握するのか
ということである。資本制経済の動学径路の不安定性が資本主義経済に固有
のものであるとすれば，それは資本制経済を特徴づける基本的契機を基軸と
して解明されなければならないといえよう。この点，森嶋氏の所説において
は経済の初期条件と両部門の資本集約度というそれ自体は超歴史的な技術的
条件によって，特殊歴史的な資本制経済の不安定性を帰結されているのであ
るが，それは疑点を残すものといえよう。
　　　　れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ　　βk〔ΣWi　Yt（の〕＋β’κ〔Σ（1－ai）Si　Vi　Yi（t）〕　k＝＝m＋！……n
　　　　オコユ　　　　　　　　　　　ぼコエ
　　ここで，傭＝βicWt＋βノκ（1一αi）StVt＠＝m＋1・・…・n，　i　・＝＝　1……n）
　　と書けば
　　Dk（1）（の＝Σ縮｝「乞（彦）fe・・m＋1，・・…・n
　　　　　　　ビあユ
　　より簡潔に書けば
　　D（1）（t）＝＝HY（の
　　但し，H一一〔砺〕であり，D（1）（t），　Y（t）はD」（1），　yゴ（彦）を要素とするベクトル
　　である。
　　森嶋氏は以上の定式化から，マルクスの再生産論がハロッド・ドマールの理論の
　一つの拡張であることを帰結されている。又，論文〔19〕においては，ほぼ同じよ
　　うな再生産表式の再構成を試みられたうえで，不忠例説を基礎とするマルクス型の
　循環的成長論を提示されている。そこでは「成長ないし拡大再生産をともなう経済
　　システムにおいてはじめて不比例説的景気循環がく持続する循環〉となり得ること
　　を明らかにしている」のであり，それ故，「景気循環と経済成母の関係をマルクス
　　的理論は有機的な関係として説明している」　（〔19〕131ページ）ということがで
　　きるとされている。
（8）　〔2⊃149ページ，176ページ。
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　更に，森嶋氏は，かかる不安定性はマルクスがその再生産表式の数値分析
からひきだした結論とまったく正反対のものであるとされているのである。
森嶋氏は，マルクスの数値例の再生産表式を分析されて，第1部門の蓄積率
aエが不変であれば，第工部門と第皿部門の産出は，第2年度から第3年度に
かけて均斉に成長し，またそれ以後も同様となるが，このように「マルクス
の経済において均斉成長への傾向が支配していることは明白であり，その傾
向は，マルクスの経済においてはどのような不均斉成長の状態もわずか1年
で消失することからみて，……新古典派の経済学者たちの主張する唐門性よ
　　　　　　　　　　　　　の　りも，はるかに強いものである」とされ，この奇妙な結論は，マルクスの投
資関数の論理的含意，即ち，第1部門の蓄積率alが外生的に，且つ，先行
的に決定され，第■部門の蓄積率町が，　「調整的蓄積率」としての役割を
担わされているということに由来するものであるとされる。
　しかし，森嶋氏の指摘されるようなマルクスの再生産論における均斉成長
への支配的傾向ということは，マルクスの投資関数において，第1部門蓄積
率α、を年々一定と仮定したそのことによって必然的に帰結されたことであ
る。それ故，alを一定と仮定すること自体が，資本制経済の動学理論の研
究においていかなる意義をもつのかということが問題とされねばならないの
であるが，この点については森嶋氏は全くなにも言及されていないのであ
る。
　ここでマルクスの再生産表式においても資本制経済の動学径路の不安定性
が必然的に帰結されることをみておこう。まず，両部門の成長率の関係を定
式化する。ここで両部門の産出量の成長率9i（のは次のように定義するもの
とする。
9i（t）一y’（’ﾑ鈴αL饗一詳譜ω（i－L・）　（・）
　更に需給方程式（3＞は次のことをも意味している。
（9）　〔2〕144ページ。
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　　YI（t－1）＝cエYI（t）＋Cly皿（t）　　　　　　　　　　　　　　　〔8）
　（8）は，t－1期の第工部門の産出量力財期の両部門の不変資本の大きさを規
定するという因果関係を含意しているのであって，単なる相関関係を意味す
るものとして理解されてはならないのである。資本制経済における因果の連
鎖は，不変資本（資本設備）と可変資本（労働力）を結合させて剰余価値生
産を行い，その結果としての剰余価値を蓄積誘因に従って次期に配分（投資）
するとV．、うことにあるものとすれば・（8）を相関関係において把握するとと
は，資本制経済の本来の因果連鎖を倒錯するものといえよう。
　⑧の両辺をyl（t）で割れば
　　　　　　　　　　ツ1（t）YI（t－1）　　　　　＝CI　十CI　　　　　　　　　　yl（のYi（t）
然るに，（7）の成長率の定義から次の関係を導出することができる。
　y，　（t－1）　一　1
　　y1　（t）　1＋gl　（t一　1）
（9）IC　ao）の関係を代入すれば
　yi（t）一　cll（1＋gi（t－1））
　．YI（t）　1－Cl（1＋91（t－1））
（9）
ao）
?1?
　（11）において重要なことは，t期の両部門産出箪の構成比率はト1期の第工
部門の成長率91（t－1）によって規定されるということである。
　他方，需給の均衡条件は次のように書くことができる。
　　vIyI　（t）　十sIJ／1　（t）　一。豆ツ亘　（t）　＝cI∠tyI　（t）　→一c皿∠∫コノ皿（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
　働の両辺をy皿（ので割り，VI＋SI＋CI＝1を考慮して整理すれば
　　多｛器i「響ま隼瑠）　　　　　　　　a・）
　ところで，⑫の左辺はt期の再生産構造によって規定されるもので，t期
においては所与とみなしうるものである。それ故，（13）の関係が意味している
ことは，t期の両部門の成長率はその期の両部門の産出量比率によって規定
される一定の連関性を持つということである。
　かくて，（11）とa3＞から，
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　　、一碧1辛鋸1（t））一、一瞬無血、））　　　　（1の
　G4）が意味していることは，　t期の両部門成長率の関係は，　t－1期の第1部
門成長率91（t－1）によって規定されるということである。
　（14において，両部門成長率の均等性91（の＝91（t）が達成されるのは，明
らかに，91　（t－1）一91（t）なる条件が満される場合のみである。即ち，生産
力水準にして変化がなければ，第工部門蓄積率aIが年々一定不変という条
件が維持される場合にのみ，資本制経済は均斉成長径路を描き，その動学径
路は安定的でありうるのである。換言すれば，第1部門蓄積率alの時系列
的変動状況によって，両部門成長率の関係が規定されていくのであり，（3），
（4）によって決定される動学径路は，第1部門蓄積率aIの運動状況に依存し
ているということである。
　即ち，第工部門蓄積率が年々減少していくaエ（の＞al（t＋1）という状況で
あれば，91（t）＜9」（のという成長径路であり，かかる状況ではいつれは拡大
再生産のための生産財を確保しえなぐなる。他方，alが年々増大していくal
（t）〈al（t＋1）という状況であれば，91（t）＞g皿（t）なる成長径路を描き，究
極的には，拡大再生産のための消費財を確保しえなくなる。又，al（t）　・＝　a　1
（t＋1）なる条件が維持されれば，91（t）・・91（のなる均斉成長径路を描きう
る。然るに，資本制経済においては，第1部門蓄積率alが年々一定に維持
される必然性も機構も存しないのである。
　それ故，第1部門蓄積率α1の運動が，資本蓄積の現実的動態過程におい
て極めて不安定な性格をもつことを主張できるならば，資本制経済における
動学径路の不安定性を帰結することができるものといえるのであるが，以下
その点についてみてみよう。
　ところで，生産手段を私的に所有する資本家が，孤立分散的に存在し，独
自的にのみ，しかも，利潤追求を唯一の推進動機として，生産の決定と拡大
が遂行されていくところに，資本制経済の基本的特徴が存するめであるが，
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かかる特殊的性格をもつ資本制生産においては，蓄積需要の運動は決定的重
要性をもっている。剰余生産物のどれだけが再び資本として投下されるかと
いうことの問題は，資本制経済の動学径路を考察するに際しては基本的契機
なのである。然るに，その蓄積需要の大きさ，蓄積率は，無数の自律的な資
本家によって将来獲得することができるであろう利潤に対する期待を基準と
して無政府的にのみ決定されていくのである。それ故，蓄積率が常に一定値
をとるものとして仮定するということは，資本制経済の動学径路の考察に際
レては，かならずしも適当ではないのであり，むしろ，それは独自的に運動
するものとして想定されねばならないといえよう。
　かくて，資本制経済に特有な生産の決定方法と無政府性の支配が前提され
るもとにおいては蓄積率の運動はきわめて不安定であり，それが年々一定値
に維持されるということは全く偶然的にのみ生じうるものといえよう。この
点は，第1部門の蓄積率alの運動についても全く同様に妥当する。換言す
れば，第1部門蓄積率alの値が一定に維持されるのではなく，その運動が
不安定性をもつところに資本制経済の基本的特徴が顕現されうるものといえ
るのであり，むしろ，再生産モデルが資本制経済の特徴を反映しうるもので
あるためには，第1部門蓄積率の不安定性と独自性の想定こそが不可欠の前
提条件であるといえよう。
　かくて，第1部門蓄積率alの運動が不安定性と独自性とにおいて規定さ
れるならば，資本制経済の動学径路の不安定性を帰結することができるとい
えよう。むしろ，この第1部門蓄積率の運動の特殊性にこそ，資本制経済の
不安定性の根拠と原因が求められるべきであって，森嶋氏のように，連立差
分方程式（6）の解の性質にその根拠を求めるのは，かならずしも適切な方法と
はいえないであろう。森嶋氏においては，四温条件と技術的条件によらて決
定される資本係数の関連にのみ資本制経済の動学径路の不安定性の根拠が求
められているのである。しかし，それら諸条件と諸関連は，それ自体として
はなんら資本制経済の特質と資本制的生産関係を表示するものではないので
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あり，かか’髀拍?盾ﾍ，社会主義経済においても存在するものである。剰余
生産物の存在条件は技術的条件によって決定される資本係数を用いて表現す
ることができるのであるが，しかし，それは資本制経済そのものが存立する
ための必要条件，或は，物質的基礎を意味するものでしかないのである。
　社会主義経済においては，生産手段が国家によって所有され，消費と使用
価値の追求を動機とする生産がおこなわれているのであり，それは「各個人
の完全で官由な発展を根本原理とするいっそう高度な社会形態」くKap．工・
621）であり，そこでは「労働者が現存の価値の増殖欲求のために存在する」
のではなく，「対象的富が労働者の発展欲求のために存在」　（Kap．1・653）
しているのであり，　「現存の生産手段と労働力とで，直接に計画的に合理的
な結合が実現される社会」　（Kap．工・640）である。かかる社会主義経済と
は基本的に区別されるものとしての資本制経済の歴史的特性の規定を明確に
することこそが必要なのである。少くとも，資本制経済にのみ固有な動学径
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
路の不安定性の原因と根拠とはなにかの課題に対して，全き意義においてそ
の解答が可能なのは，資本制経済を特徴づける基本的契機を基底において設
定することによってのみである。
　ところで，（11）と（14）の関係式から，t－1期の第工部門成長率（又は蓄積率）
が与えられるならば，t期における両部門成長率は，一定の相互連関性の下
に回する・とがわかる。購，（10において部三三比率YI（t）／夕、ωが
所与とされるならば，91（t）と91（t），或は，al（のとal（t）は，1次の関
数関係を有するのである。しかし，この1次関数のみからは，次年度の蓄積
率，成長率を決定することはできない。そこでは単に無数の組合せを求める
ことができるにすぎないのである。そこで両部門の蓄積率はいかなるものと
して決定されるかということが別個の問題として論じられねばならないので
あるが，拡大再生産において蓄積の問題が決定的重要性をもつものとすれ
ば，この蓄積率決定の論理においてこそ生産様式の歴史的性格が顕現するも
のといえよう。
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　蓄積率の決定について想定されうる方法は次の4通りである。①両部門の
蓄積率は同一である．（・1－a，）②両部Fヨ蓄積率の脾・1／a，を先行的に
与える。③第1部門の蓄積率を先行的に与える。④第■部門の蓄積率を先行
的に与える。
　①は既に述べたように，森嶋氏によって提起されているもので，両部門に
おいて蓄積衝動が同一であるとい・うことを根拠にするものである。この方法
は一見もっともらしく見えはするが，それは社会的総資本の運動を個別的な
資本家の行動と同一視しょうとするものであり，社会的総資本分析を個別資
本分析に還元してしまうものである。資本制生産は，各個別資本の利潤追求
を推進動機とするものではあるが，再生産表式が対象とするのは，そのよう
　ノ
な諸個別資本の運動の総体であり，個別資本の意欲とは直接かかわりのない
総資本の再生産過程なのである。
　甲一ザ・ルクセンブルグが再生産表式に依拠して，資本制生産の捻大と蓄
積の不可能性を帰結したその理論的根拠は，まさしく，この両部門蓄積率の
均等性ということなのであり，それは再生産表式に対する誤解以外の何物で
もないということは周知のところである。しかも，両部門蓄積率の均等a王＝：
alの条件の下で，需給の均衡関係が成皐するのは，きわめて限定された特
殊な構造をもつ拡大再生産表式においてである。森嶋氏の場合，剥余価値の
未実現部分を検出することなく，拡大再生産表式を差分方程式として定式化
しえたのは，そこでは蓄積に伴う困難が当初から排除されていたためであ
り，そのことによってローザ的誤謬が現実化しなかったということにすぎな
いのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ID）　②は大島雄一氏によって提起された方法である。然るに，両部門蓄積率を
比率関係において与えるということは，両部門の蓄積率の運動を一括して把
握するということであり，蓄積率の運動の部門間における相違と区別を全く
消失させてしまうも・のである。そこでは比率そのものの変動がいかなる契機
（10）　（16）
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によって，いかなる原因において惹起されたのかを問題とすることができ
ず，その変動の結果のみが表式分析に導入されるにすぎないのである。しか
し，両部門蓄積率の変動は，第1部門か第皿部門の蓄積率，或は，両者の同
時的変動による以外にはありえないのであり，従って，そこでは再び蓄積率
決定の論理が問題とされざるをえない。即ち，両部門蓄積率の比を与えると
いう方法は，蓄積率決定の問題を回避することによって，蓄積の運動を表式
分析に導入しようとするものであり，それは①とは逆に，社会的総資本の運
動を2部門においてではなく，1部門において問題にするということに他な
らないのであり，結論としては，再生産表式分析における2部門分割の絶対
性を否定するものであるといえよう。
　かくて，残るのは，③と④，即ち，両部門蓄積率のいずれを先行的に決定
するかということになるのであるが，その際，表式それ自体は，そのいずれ
の部門の蓄積率でなければならないかの決定については，何等関与するもの
ではないということが注目されねばならない。レーニンの指摘をまつまでも
なく，’表式はそのものとしてはなにも証明できないのである。それは表式分
析の理論的前提の問題なのであり，そこではいかなる生産様式が前提されて
いるのかということが関りをもつのである。
　ところで？資本制経済においては，利潤の追求とその資本への転化＝蓄
積，即ち，三富衝動が生産の推進動機であり，　「生産のための生産，蓄積の
ための蓄積」，従って，生産が消費に規定されるのではなくて，消費が生産
に追随して展開することをもって基本的に特徴づけられるのであるが，かか
る生産方法においては，個人的消費需要とは直接的に関係するのではなく，
間接的にのみ関係するものとしての第1部門，生産財生産部門の蓄積率al
が先行的に決定されねばならないといえよう。それは生産が直接的需要に応
じて決定されるということではなく，それから独立して決定されるというこ
とを反映するもめである。それは「生産のための生産」の表式的表現として
理解されねばならないのである。しかも，資本制生産においては，蓄積の決
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定が孤立分散的，無政府的におこなわれでい．ることから，蓄積率は定数とし
てではなく，独立変数として規定されねばならないのである。
　資本主義的生産様式の歴史的使命が「蓄積せよ，蓄積せよ／これがモーゼ
で，予言者なのだ／」　（Kap．1・624）ということにあるとすれば，第1部
門蓄積率の独自的，先行的決定なる想定こそ，その使命を体現するものたり
うるといえよう。これに対して，社会主義経済においては，生産は消費のた
めに，国民大衆の物質的文化的要求を最大限に充足することを目的としてお
こなわれるものであるとすれば，そこでは消費財生産の動向が先行的に決定
されねばならないのであり，第2部門の蓄積率を先行的に決定することが要
求されるであろう。しかも，そこでは消費財需要の大きさが，政策当局によ
って計画的に，意識的に決定されるのであるから，第豆部門の蓄積率につい
ての先行的，計画的決定こそが不可欠の条件として設定されねばならないも
のといえよう。勿論，その場合においても，拡大再生産過程における第1部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　門蓄積率の主導性という一般的条件は妥当する。
　ここで確認しておかねばならないことは，両部門の蓄積率の関係を相互依
存関係にあるものとしてではなく，因果関係にあるものとして把握すること
が必要であるということである。シェーマ的に書けば，資本制経済において
は第工部門蓄積率が第皿部門蓄積率を規定し，社会主義経済においては第皿
部門蓄積率が第1部門蓄積率を規定するものとしてであ多。森嶋氏の大きな
誤解は，両部門蓄積率の1次関数を単に相互依存関係においてのみ把握し，
そζになんらかの因果関係の存在することを認めえなかったところにあるも
のといえよう。
　以上のように，第工部門蓄積率の独自的・先行的決定なる想定も，社会的
総資本の視点における資本制的蓄積の表式的表示であるとする筆者の主張に
対しては，既にいくつかの批判もあり，その反批判を試みたこともあるので
（11）　〔10〕第6章，〔12〕を参照。又，〔2〕の書評を試みられた置塩氏は，両部門
　蓄積率を同一とすることは「より現実的な想定」（〔20〕96ページ）とされている。
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あるが〔12〕，ここではごく最近の角田修一氏のものをとりあげてみよう。
角田氏は次のように批判される。
　マルクスは，確かに第1部門の蓄積率を先行的に決定し，第皿部門の蓄積
率を調整要因としたのであるが，　「この解決の意味するところは，拡大再生
産の『物質的基礎』を確保し，拡大しうるか否かが，第1部門の動向に依存
していることにある。すなわち，’……r余剰生産手段』の両部門への分割比
率，したがって両部門の蓄積率，によって両部門の拡大率が違ってくる。も
しも，工（。＋m）一皿、＝Im、＋皿m。で，　Im。：皿m。の割合が1。：皿、を上回れ
ば第工部門が不均等に拡大し，逆は逆である。ところが，この単の場合には
余劉生産手段のうち第1部門に回るものがだんだん乏しくなり，　r物質的基
礎』自体が少なくなって拡大テンポそのものがいずれ停滞してしまう。した
がって，長期的に拡大再生産が続くためには，部門間均衡条件を満たしたう
えになお，1一≧｛1・、。、。，一・］1　c｝・1、／1、＋皿，という条件が必要となる．
この条件に，第工部門が何よりも拡大再生産のr物質的基礎』を供給すると
いうこの部門の一般的重要性が示されている。マルクスが行った手続きの意
味はこのことにあったのであり，拡大再生産においては，　r余剰生産手段』
が第工部門に充分な大きさで配分されねばならないということを含意してい
たものである。このことは資本主義的蓄積の特質をあらわすものではなく，
社会一般の拡大再生産に必要な条件であり法則であるといえよう。マルクス
の分析は，こうした条件のもとで両部門蓄積率が一定の相互依存関係にある
ことを示しているのであり，第1部門の蓄積率の独自的・先行的決定が資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）制蓄積の現実の反映であるなどということを示したものではない。」
　角田氏の批判について順次みていこう。ここで，議論の通合上y－C＋V
＋M，C／y一α，　V／y＝βとする。まず，①lm，：皿m。と1。：皿。の関係にお
いて拡大再生産の径路を問題にされていることについて。この関係は書替れ
?
（12）　〔二15〕134～5ベージ。
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　　ai　’gl（t）　’Yi（t）　：2，　ev　i’Yi　（t）
　　al　・gl　（t）　・yl　（t）　Zal　・yi　（t）
ということであり，簡単に書けば，91（t）　ig正（t）となる。しかし，これは
単に両部門成長率あ大小関係が闇題にされているのであって，その関係自体
がいかなる条件によって惹起されるのかということは全く別のことである。
それ故，この91（の義91（t）という関係のみから「拡大再生産の『物質的基
礎』を確保し，拡大しうるか否かが，第1部門の動向に依存している」とい
うことを帰結することはできない。
　②長期的拡大再生産の条件について。角田氏の条件を書替れば次のように
なる。
　　　　　　Ma　i（の＋Mσ1（のMo　i（の　　　　　）　　　　　　　CI（の＋C皿（t）Ci（t）
　但し，Mσは追加不変資本を示す。
　これは第1部門の不変資本の増加率は，不変資本全体の増加率より大でな
ければならないという・とである．ここで調部門の構成比率YI（t）／y・（t）
をh（t）とすれば，上記の条件は
　　　　　α1・91（t）h（t）＋α1・91（の　　gi　（t））　　　　　　　　ai　．h（t）　＋　cr　E
　これを整理すれば91（t）≧91（の，となる。即ち，角田氏が拡大再生産の
長期的条件とされていることは，第工部門の成長率が第五部門の成長率より
も大であるということである。ところで，．拡大再生産そのものが可能である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）ためには，もっとも緩かな場合でも下記の条件が必要である。
　　、e’al〈h（のく’誰
　然るに，91（t）≧91（のであれば，h（のは年次的に増大していくのである
から，いずれかの時点において，この拡大再生産の可能条件を突破してしま
うことになる。それ故，角田氏の場合，91（t）　＝gl（t）という等号の成立す
る時にのみ拡大再生産が長期的に可能であることになる。
（13）　この点についての詳細については〔12〕第8章参照。
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　③拡大再生産の「物質的基礎」確保の条件とは，その定義からすれば，VI（t）
＋MI（t）一C、（t）〉・という・とであり，・れは舗ればh（t）〉・，／・一・1と
いう・とになる．即ち，両部騰成比率・1ω／・、（t）が，一定魔以上でな
ければならないということである。マルクスはそれを拡大再生産を可能とす
る機能配列と呼んだのである。それ故，拡大再生産の「物質的基礎の確保」と
いうことそれ自体は，第工部門の動向に依存しているわけではないのである。
　④社会一般の拡大再生産に必要な条件であり，法則であるといえるものは
第1部門が拡大再生産過程を主導するということである。それは先の関係式
でいえば，（11）において，91（t一・）がYI（の／y、（t）の大きさを規定するとい
うことである。角田氏は，それを「拡大再生産においては『余剰生産手段』
が第1部門に充分な大きさで配分されねばならない」ということであるとさ
れているが，それは角田氏の設定された条件①～③からは何等帰結しえるも
のでもないのであり，全く恣惹的なものである。
　⑤先の（11）式において，第1部門の蓄積率が拡大再生産過程を主導すること
が確認されたとしても，そのことから帰結できることは，角田氏も指摘され
ているように「両部門の蓄積率が一定の相互依存関係にある」ということの
みである。それは先の（1の式の示すところでもある。しかも，この1次関数は
固定的なものではなく，t－1期の第1部門蓄積率の変動によって変化しうる
ものである。高須賀義博氏は，この変化の余地のあることを「拡大再生産の
自由度」（〔21〕）と名づけたのである。しかし，両部門蓄積率が一定の依存
関係にあることが確認されたとしても，・それだけでは次年度の蓄積と拡大再
生産を決定することはできない。相互依存関係にある両部門蓄積率のいずれ
かを特定化し，先行的に決定することが必要なのである。それ故，角田氏
は，問題の出発点を確認されただけなのであるが，必要なことは，蓄積率決
定についていかなる因果関係をそこで想定するのが妥当であるのかという問
題の検討なのである。
　かくて，マルクスの投資関数は，森嶋氏の理解に反して，資本制経済の基
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本的特質を端的に反映しているものといえよう。
　森嶋氏は，マルクスが当初「1でも豆でも剰余価値の半分は収入として支
出されないで蓄積される」という「理にかなった仮定」の下で，商品の再生
産の研究を開始したが，叙述の途中で，それを部門豆の蓄積率は部門1で外
生的に決定された蓄積率に規定されるという「不自然な仮定」におきかえ
てしまったのであり，そのような不自然な調整は，　「危機を救う偶然の力
（deus　ex　machina）」としてマルクスが発明したにすぎないのであり，そ
のような変更が生じたのは，マルクスは「あらゆる努力をしてみたにもかか
わらず，かれが最初の仮定の下で（6）式のような簡単な連立差分方程式を解く
　　　　　　　　　　　　　　　くユのことに成功しなか・つたためである」とされている。
　確かに，森嶋氏の指摘されるように，　r資本論』第2部においては，　「理
にかなった仮定」での再生産表式分析は申断され，放棄されて，「不自然な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ごエの仮定」のもとで再生産の条件の析出が果されているのである。しかし，その
原因ははたして森嶋氏の主張されているようにマルクスが「簡単な連立差分
方程式を解くことができなかった」ことによるものといえるであろうか。
　ところで，連立差分方程式を解くということと，再生産過程を表式的に叙述
し，再生産の条件を析出するということは全く別のことである。前者の解を
え，その性質を検討しえたとしても，それはよく資本制経済の再生産過程を
抽象的に把握し，再生産の条件を析出しうるということにはならないのであ
る。更に，㈲が連立差分方程式としての解をもちうるためには，資本家の消
費性向うが一定値をとるものとして前提されていなければならないのであ
って，bが時間の経過とともに変動するものと想定されるならば，（6）の一般
解を求めることはできないであろう。然るに，b＝1－aとされているのであ
るから，再生塵モデルにおいて，蓄積率αが独自的に運動するものとして
想定することこそは，資本制経済の特徴を表示することに他ならないのであ
（14）　〔2〕149ページ。
（15）　この箇所の詳細な検討については，〔12〕32～8ページ参照。
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り，bは定数ではなく変数として処理されねばならないのである。（6）におい
て，bを定数として想定するといケことは，そあ分析の当初から，資本制経
済の運動の本質的特徴が捨象されているということであって，森嶋氏のモデ
ルにおいて資本制経済の運動径路が初期条件と技術的条件によってのみ規定
されるにいたるのは，ある意味では当然のことであるといえよう。
　かくて，マルクスが⑥の差分方程式を解くことができなかったことに，か
の表式分析の叙述の中断と放棄の原因を求めることは必ずしも正しいことと
はいえないであろう。再生産論において，第工部門蓄積率を先行的に決定し
第［部門蓄積率を謂整要因として規定するというマルクスの投資関数の一見
「不自然な仮定」も，その内実は，資本制経済の基本的特質を反映するもの
であるが，それがか）かるものとして把握されたがゆえに，マルクスは，それ
を理論的に前提することによって，拡大再生産過程の表式的叙述を果すこと
ができたのであり，拡大再生産の条件の析出も可能となったのである。従
って，マルクスの再生産論が他に比して理論的優越性を示しているのは，森
嶋氏の主張とは全く逆に，まさにかの「不自然な仮定」のもとでの投資関数
をもっからに他ならないのてある。
　再生産表式分析において，第工部門蓄積率の独自的・先行的決定は，それ
自体「歴史的・体制的な問題」を意味するものと規定したとしても，ここで
問題になるのは，マルクスが拡大再生産表式の分析に際して，何故，第1部
門蓄積率α1を年々一定不変として想定したのかということである。この問
題に応えるためには，　『資本論』の方法を明確にし，マルクスが『資本論』
の当該箇所においてまず解明しようとした課題はなにかということが明らか
にされねばならないといえよう。
　ところで，先行的に決定される第1部門蓄積率の運動について，alを独
自的変動関数とし．（想定するということと，年々一・一・・定不変として，即ち，常に
剰余価値の同じ割合が蓄積されるという意味において所与の定数として想定
するということとのこ様の想定が可能である。然るに，かかる蓄積率の運動
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についての二様の想定とは，資本制経済の動学径路を10ng－runにおいて考“
察するということと，short－runにおいて考察するということの二様の分析
視角に対応するものである。資本制経済を長期的に，即ち，混乱と動揺の反
覆の結果としての拡大再生産過程を考察するということは，そこでは蓄積率
の変動が捨象されるものとして，従って，定数として想定されるということ
を意味しているのである。これに対して，資本制経済を短期的に，即ち，循
環的変動の過程をそれ自体として考察するものとすれば，その変動を惹起せ
しめる基本的要因としての蓄積率の独自的変動が想定されねばならないもの
といえよう。
　『資本論』第2部第3篇において，マルクスがまずもって解明しなければ
ならなかった理論的課題は，　「生産で消費される資本はどのようにしてその
価値を年間生産物から補填されるか，また，この補填の運動は資本家による
剰余価値の消費および労働者による労賃の消費とどのようにからみ合ってい
るか」　（Kap．’［・396）ということである。換言すれば，資本制経済が，循
環的変動の過程を経過しながらも，単純再生産の規模を維持し，拡大再生産
を帰結していくものとすれば，そこで存在する価値的補填と素材的補墳のか
らみあいの条件，従って，再生産の条件は何かということ，これを解明する
ことである。かかる理論的課題の解明に際しては，資本制経済は絶えざる変
動にあるものとしてではなく，その変動の総括としての定常状態にあるもの
として考察されねばならないといえよう。それ故，かかる課題の設定される
かぎりにおいて，拡大再生産過程を主導するものとしての第1部門蓄積率の
定数としての想定が不可欠な前提条件であるといえよう。換言すれば，マル
クスは，資本制経済の動学径路；を，long－runにおいて考察することによっ
て，法則としての再生産の条件を別挟し，価値的補填と素材的補填の絡みあ
いの問題を解決することができたといえるのである。
　然るに，資本制経済の動学径路を，short－runにおいて考察するというこ
とは，マルクス自身の想定に反して，第1部門蓄積率の時系列的変動を問
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題にするということであり，それによって惹起される再生産過程の混乱と紛
糾の問題を解析するということであるが，それはマルクスの未完の草稿たる
『資本論』第2部ではよく展開しうるところのものではなかったのである。
それこそがマルクス以後の我々が，マルクスの方法に準拠して展開しなけれ
ばならない課題であるといえよう。エンゲルスが第2部の草稿の第8稿にお
いて認めた「拡大した視野」，「獲得された新たな視点」　（Kap．皿・6）と
　　　　　　　　　　　　　　　　　くユのはまさにそのことに他ならないのである。
　皿　次に，森嶋氏は，マルクスは再生産モデルを「差分方程式の形に変え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）て経済の動態運動の説明に適用する意図をもっていた」のであるから，　『資
本論』第2部において，10年ごとの循環をなしている「近代産業の特徴的な
生活過程」を説明することがおこなわれていないとしても，景気循環の近代
理論を（5）や⑥に継ぎ足すことは，それほど困難な仕事ではないとされ，⑧，
㈲の需給方程式から，次のようなピックスの景気循環論における基本的差分
方程式と類似の式を導出される。
　　aoY（t＋2）＋alY（t＋1）一1－a2y（t）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15＞
　但し，αo＝c皿v一v皿CI，　al＝CI（1－bs正）＋Vl＋bslcl，a2＝一（1－bs皿）
　森嶋氏は，⑮に上昇趨勢を備えた「完全雇用」上限，一定率で増加する独
立投資，下降局面・上昇局面における加速度因子の作用の非対称性，等々を
導入して，上限が設定されなければ移動均衡は不安定性をもつということを
つけ足して，次のような抑制された循環を導いておられる。
　「初期状態が均衡成長径路から離れた位置で与えられれば，産出量は，
振動を描きながらか，あるいは単調に，均衡成長径路から離れてゆく。産出
量の拡大は，ついにはどこかの点で上限につきあたる』それから経済は，わ，
ずかの間上限にそって進んでから，この径路からはね返るであろう。上昇局
面で作用した加速度因子は，下向運動においては，その作用を停止するであ
（エ6）　〔IO〕第4章参照。
（17）　〔2〕132ページ。
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ろう。われわれは下限へ向かう乗数過程をもつであろうが，その下限は独立
投資の水準に対応している。独立投資は上昇の趨勢をもつと仮定されている
から，下限は上昇傾向をもつ。下限にそって産出量が増大するだろうから，
加速度原理が再び作用しはじめるであろう。つぎの上昇局面は不可学的であ
　　（18）
る。」
　資本制経済の動学径路をかかるものとして定式化することは，森嶋氏自身
が指摘されるごとく，マルクスの恐慌論とは大きく相異するものである。そ
こでの問題点は，基本的には本稿の第皿節〔17）のH．J・シャr・・一マンの循環
的成長論のモデルについて指摘されたことと同一のものであるが，ここでは
森嶋氏の再構成にそくして再び要約的に検討してみよう。
　圃式を基本方程式とする景気循環論において，景気循環を惹起せしめる起
動力は，独立投資の均衡成長径路からの乖離，即ち，独立投資の変動に求め
られているのであり，　「完全雇用の天井」と「下位均衡」一「床」という上
限と下限との間の反復的周期的運動として，資本制経済に固有な循環的変動
が把握され，その変動過程の解明が主として加速度原理に依拠してなされで
いるのである。ここで，ピックスに従って，独立投資とは，国民所得の変動
からは独立した投資ということであり，加速度原理によって説明できない投
資であるとすれば，森嶋氏の景気循環論は，変動の起動力を独立投資に求
め，その変動過程の説明を加速度原理に求めたものといえよう。
　かくて，ここでの問題点は，独立投資の運動そのものがいかにして惹起され
るのかということと，上昇過程を加速度原理によって説明するということ，
即ち，投資関数として加速度原理を設定することが妥当か否かということの
2点を指摘することができるであろう。かのモデルにおいては，独立投資の
一定率での成長を前提とするがゆえに，上限と下限の上昇趨勢を想定するこ
とができるのであり，定常経済＝単純再生産を基準とするサミュエルソン体
系とは異なり，成長経済一拡大再生産を基調とすることができるものとすれ
（18）　〔2〕152ページ。
一42一
　　　　　　　　　　　　　　　　再生産衷式の再構成と動態化について（皿）93
ば，その独立投資の一定率での成長そのものがいかなる原因によって惹起さ
れるのかということが，資本制経済の本質的特徴を表現するものとしての経
済的要因の運動から説明されなければならないであろう。それは単なる経済
外的条件としてめみ処理されてはならないものである。というよりも，投資
そのものは，本来，すぐれて経済的範疇であり，景気変動過程において変動
するものであるが，それを国民所得の変動から独立した部分と，加速度原理
によって支配される部分とに区別すること自体に問題があるものといえよ
う。
　ハロッドは，独立投資と誘発投資との間に明確な区別を設定することはで
きないのであり，短期的にはすべての投資は独立投資であるとみなすことが
できるとしても，長期的にはそれは誘発投資に移行するとして，　ピックスの
景気循環論において，投資の運動に関して長期的分析視角と短期的分析視角
　　　　　　　　　　　　くユ　うとの区別が無視されていることを指摘している。
　森嶋氏の再生産表式の動態化に際して，蓄積率の運動について，長期的分
析と短期的分析の区別の視角が欠如していることは既に指摘したところであ
るが，両者の区別の重要性は，引目ッドの指摘するように独立投資が誘発投
資に移行するということの他に，差分方程式そのものを分析トゥールとして
利用しうるか否かという問題にも関連しているのである。資本価値の破壊を
伴うことのない価値の連続性が前提されることによってのみ，経済の動態運
動の解明に差分方程式を適用することが一定の意味をもちうるといえよう。
それ故，資本制経済の動学径路を差分方程式において定式化しうるのは，結
果としての拡大再生産を分析対象とするlong・runの分析においてのみであ
り，短期的分析においては，循環の上昇局面というきわめて限られた範囲に
おいてである。資本制経済は不連続的運動を通して，long・runにおいて連
続的な生産活動を遂行していくところにその特徴があるものとすれば，そし
て，資本制経済にのみ特有な循環的変動による経済成長とはかかる運動行程
（19）　（8）　p．　267r－8．
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に他ならないものとすれば，この不連続性と連続性の両者を包含する統一的
な，即ち，short－runとlong－runを無媒介的に統一した再生産モデルの作
成は，最初から不可能なものとして理解されねばならないのである。
　換言すれば，動学的経済理論の構築に際して，長期的分析視角と短期的分
析視角，10ng・runとshort－runとを方法的に峻別することが必要不可欠
なのであり，そのことによって経済分析における数学利用の意義と限界の確
定も可能になるといえよう。
　加速度原理の景気循環論への適用については，例えば，ノックスは次のよ
うな問題点を指摘している。①加速度原理は，非対称的であり，循環の上昇
局面では作用するかもしれないが，下降局面で作用することはありそうにな
い。余剰設備が存在すれば，原理によって上昇への転換を説明することは出
来ない。②加速度原理は純投資の変動のみを問題とし，補填投資の運動を考
慮していない。③企業家の投資決定について，期待の効果により多くの注意
　　　　　　　　　　　（2e）がはらわれるべきである。
　このノックスの加速度原理の批判について，特に注意したいのは②であ
る。①は，森嶋氏自身によって加速度原理の作用の非対称性が当初から前提
されているので，ここでは問題にならない。②は，加速度原理においては固
定資本の回転の特殊性が全ぐ考慮されえないということを指摘しているもの
で，特に，固定資本の更新の集中と減退による資本制経済の循環的変動の激化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）の問題の考察に際しては，加速度原理は全く無力であるということである。
　ところで，森嶋氏は，マルクスの再生産論をピックスの景気循環論に接続
させるということは，きわめて自由な一解釈にすぎないとされている。
（20）　（6）　p．　320．
（21）　もっとも，固定資本の価値規定については，森嶋氏は，次のようなNeuman．
　Sraffaの方法を提示きれている。　「異なった摩滅の段階にある資本財をそれぞれ
　質的に異なった財とみなし，それゆえ新しく定義された資本財は1期目においての
　み機能するものとして取り扱うことによb，はじめて資本ストックの年令構造を正
　　しく処理することが可能になる。」　（〔18〕p．89）それ故，森嶋氏は，マルクスは
　　ノイマンの着想をあと一歩で発見するところまでいっていたとされる。
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　「私はピックスの景気理論が最もすぐれた景気理論などと思っていないか
ら，このような示唆は私の決定的なリコメンディションでなく，マルクスの
再生産理論を延長発展させる多くの可能性のうちの一つをたんに示唆しただ
けのことである。この方面でマルクスの動学理論を発展させることは最も興
　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　味のある理論的な課題の一つである。」
　しかし，マルクスの再生産論の動学化の方向のもつ理論的難点が上記のよ
うなものであるとすれば，その難点，特に，景気循環論への三差方程式の導
入のもつ限界性が克服されることがなければ，マルクス再生産論の動学理論
としての再構成の意図も，結局は徒労に帰するのではないであろうか。少く
とも，マルクスがその再生産論において意図したところのものは，資本主義
経済の動態的展開過程の理論的把握ということなのであり，その運動法則の
解明であって，数学的にエレガントなモデルの構築それ自体ではなかったの
である。
　IV　動学的転化問題として，森嶋氏が問題にされるのは，価値タームの蓄積
率αはいかにして決定されるのか，αと価格ター去での資本家の貯蓄性向
Scとのあいだにどのような関係があるのかということであるが，そこで展開
されている内容は，およそ次のように要約されるであろう。①再生産論の中
心概念は蓄積率aではなく，貯蓄性向Scでなければならない。②a＝S，と
いうことが成立するのはきわめて限定された条件においてのみである。③集
計因子として労働価値は不適当である。④価値タームにもとつく成長論も価
格タームにもとつく成長論も理論的には同一である。かくて，⑤労働価値論
なしの成長論としてのマルクス再生産論の再構成が可能であり，それはまた
必要なことである。
　資本制経済においては，生産の決定が個々の資本家によって孤立分散的に
しかも，利潤追求を唯一の推進動機と．しておこなわれるのであるが，そのこ
とは再生産表式分析において，総剰余価値に対する投資の比率，蓄積率を中
（22）　〔2〕238～9ページ。
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心概念として規定することを意味する。再生産過程の動向を基本的に規定す
る要因が，蓄積率の運動状況なのである。それ故，蓄積率は，再生産表式論
の理論的抽象性のゆえに価値タームで定義されるとはいえ，かかる資本制的
特殊性を反映して独立変数として，外生的変数として規定されることになる
のである。・即ち，蓄積のために剰余価値から留保される比率，蓄積の大きさ
は，再生産過程が開始されるときには，すでに決定されているものと想定さ
れているのである。
　これに対して，森嶋氏は，かかるマルクスの想定は，「非現実的な仮定」
であるとされ，現実の経済では投資についての資本家の決定は，価格ターム
でおこなわれるのであるから，　「資本家は利潤の一部を消費に支出し，残り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）を投資するという新しい仮定のもとで，再生産の理論を再定式化すること」
が必要であるとされる。即ち，資本家の貯蓄性向と消費性向において再生産
論を再構成するということである。森嶋氏は，蓄積率αの代りに貯蓄性向
S，を，動学理論の中心に設定することについて次のように述べておられる。
　「S，は資本家の貯蓄性向によって決定される不変の分数であるという仮定
は，経済学的に有意であり，現実への第一次接近として受け入れられるであ
ろう。だが，同様なことを価値表示の蓄積率αについて仮定することが，
正統派理論においてS，の不変性が占めているのノと同じような支配的地位を
要求することは，マルクスの体系においてさえ，できないであろう。比率α
は，サミュエルソンの定義の意味での，直接に『オペレーショナル（操作
的）に有意な』概念ではない。このようなわけで，蓄積率αを所与と仮定
するのは妥当でないとすれば，それを内生的に決定しうるように体系を拡張
　　　　　　　　　　く　のしなければならない。」
　「Cb（資本家の平均消費性向…引用者）は資本家が主観的に決定する外生
的要因であるが，この仮定のほうが以前の仮定よりも許容しうるものであ
（23）　〔2〕172ページ。
（24）　〔2⊃166ページ。
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る。資本家たちは資本制社会の表面で生活していて，したがって『価値」は
意識せず，価格にしか関心がなく，他方では，かれらが筋金入りのマルクス
主義者でないかぎり，aの値になんらの注意もはらわないにしても，かれら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）は自分でCcの値を決定することができるのだ／」
　「だが，現実の経済では，資本家たちは再生産の科学的法則に気づいてお
らず，投資についての資本家の決定は，交換についての取引者の決定と同様
に，価値のタームではなしに，価格のタームでなされる。社会の全構成員が
それに気がつかないという事実にもかかわらず，　『資本制的蓄積の一般法
則』が，自然法則のように，暴力的に自らを主張するのはなぜであるか。マ
ルクスは，同じ問題を価値法則について提起し，それを拡大していったの
だ。また同様にして，資本家たちが反応するのは価格に対してであって，価
値ではないような社会では，資本制蓄積の法則は，それ本来の姿で自らを主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）下することはできない。……それはもっと現実的な法則に転化する。」
　ここで森嶋氏は，再生産論の中心概念は，蓄積率aではなく貯蓄性向Sc
でなければならないことを強調されているのであるが，その根拠ともいえる
ものは，貯蓄性向が不変であり，消費性向が外生的要因であるということの
他に現実の経済過程において資本家の投資決定が価格ター・ムでなされるとい
うことである。しかし，このような森嶋氏の主張は，一部はマルクスの叙述
の方法，　r資本論』の論理展開の方法についてのかならずしも充分ではない
理解にもとづいているのであり，一部は労働価値論と価格論との理論的次元
の相違が適確に把握されていないことによるものであるといえよう。
　資本制経済の現実過程において運動している諸資本は，具体的な諸形態に
おいて相対しているのであり，社会の表面で種々の資本の相互行動としての
競争のなかに現れ，生産当事者自身の普通の意識の中に現れる資本の形態は
「全体として見た資本の運動過程から出てくる具体的な諸形態」　（Kap．］正・
（25）　　　〔2〕　173～4ページ。
（26）　〔2〕172ページ。
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42）であり，価格タームを基準とする資本の運動形態であることは森嶋氏の
主張をまつまでもなく明らかである。しかし，かかる「具体的な諸形態」に
おける資本の運動を，そのものとして，即自的に考察するのではなく，それ
らの運動を基底において規定する基本的契機を確定し，それを具体化し，豊
富化するという論理的階梯が必要なのであり，そのような方法によってのみ
具体的諸形態における諸資本の運動を，理論的・体系的に，且つ総括的・全
体的に解明しうるものといえよう。
　『資本論』第2部において展開される再生産表式が分析対象とするのも，
かかる論理展開の上向の旅における一過程に他ならないのである。再生産表
式論が剰余価値範疇の総括者としての位置を与えられるのもこの関連におい
てである。そこでは具体的な諸形態における資本の運動を規定する法則を摘
出し，資本制生産に固有な循環的変動の下における成長と拡大再生産を惹起
せしめる基軸要因を捌挟すること，従って，資本制生産においては資本家の
投資行動が変動を惹起する基本的要因であることを解明し，資本制隼産の歴
史的性格を明確にすることが課題なのである。かかる課題と固有の論理次元
とが前提されるならば，価値タームの蓄積率をまず動学理論の中心概念とし
て設定し，しかも，第1部門蓄積率の主導性を措定することは必要不可欠な
ことである。価値タームでの蓄積率を中心概念とする動学理論を基礎とする
ことによってはじめて価格タームでの貯蓄性向による動学理論の展開も可能
となるのである。たしかに，森嶋氏の主張されるように，　「マルクスがかれ
の再生産理論で想定した蓄積率aは，現実に観察可能な消費性向Scにも
　　　　　　　　　　　　　　　　　く　のとついているものでなければならない」が，S。の運動そのものは，理論的に
のみ設定可能なαの運動を準拠基準としてのみ展開が可能なのである。
　更に，森嶋氏は，蓄積率の不変性を仮定されているが，それは森嶋氏も認め
ておられるとζろのマルクスの再生産論の中心概念が蓄積率であるというこ
ととは照応しないことである。マルクスが，　「資本論』第2部においておこ
（27）　〔2⊃184ページ。
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なった蓄積率一定なる想定は，再生産の法則そのものを解明するためのもの
であり，ldng－runにおける再生産軌道の解明のためのものであって，資本
制経済の動学径路の解明に際しては，少くとも，short・runにおける動学径
路の解明に際しては，かかる想定を堅持するのではなく，蓄積率の独立変数
としての想定こそが不可欠なのである。資本の剰余価値追求のためのあくな
き蓄積運動，　「蓄積のための蓄積」こそが，資本制経済における混乱と動揺
を惹起する基本的契機であるものとすれば，短期的動態分析においては，従
って，short－runの分析においては，蓄積率は独自的に運動するものとして
想定されなければならないのである。
　森嶋氏は，蓄積率aと貯蓄性向Scとの関係を次のように定式化される。
まず，（3），（4）の基本的需給方程式を，資本家の消費係数Ccをもちいて書替
れば次のようになる。
　　」ノ1　（t）＝＝c正ニソ（t＋1）　＋c正二〕ノ正　（彦一ト1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
　　・・（・）tVI（卿＋・）＋v…（t＋・）＋Cc・（舞卿1）YI（の＋Cc・（舞
　　cE　＋vl）　yl　（t）　（17），
　但し，α1，α1は両部門における集計産出量の価格を意味する。
　蓄積は，総剰余価値から資本家によって消費される賃金財と三三財の総価
値を控除した残りの部分についておこなわれるのであるから，蓄積率a’ﾍ，
㈲より次のように与えられることになる。
　　　SI・1（の＋・…（の一｛Cc・（舞・1＋VI）・1（の＋Cc・（舞・・＋v・）・・（’）｝
　　a＝
ここで，
　　a＝＝Sc＋tmt　l（t）＋slyl（t）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）　＋
（19）において，右辺の分数の分子にあるyi（t）とYI（t）の係数が，分母にあ
るYI（t）とぬ〔t）の係数と比例しなければ，　a“fScであり，しかも，　YI（のと
　　　　　　　　　　　　　　　一49一
　　　　　　　　　　SIYI　（t）　＋SIYI　（t）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）　・
Cc＋S，＝＝1を考慮すれば
Cc〔｛S　1　一X（h｛lit／TCI　＋VI）｝YI　（t），｛・一・（舞・・＋の｝Y・（の〕
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y皿（t）が比例的に増大しないかぎり，一期ごとに異なる値となる。他方，森
嶋氏は，a一∫。になるのは，①資本家が消費をしないとき（S。＝1），②搾取
が存在しないとき，③両部門の資本の価値構成が等しいとき（α1　＝α皿，S乞＝
π（Ci＋Vt），仁L亙）の三つの場合だけであるとされている。
　次に，K＊を価格のタームで測られた集計的総資本とし，　g＊KをK＊の成
長率とすれば，それは定義か．ら次のように与えられる。
・…（t）一（妺?阮ﾁ1聯暮笥幾耀1）　　（、o）
　ところで，価格一費用方程式は次のような定式において与えられる。
　　αザ¢（t）＝（1→一π）（αICi＋α1）Viyi（t）（i＝1・皿）　　　　　　　　　　　　　　　（21）
　かくて，（16）と（17），⑳，更にSc－1－c。を考慮すれば，⑳は簡単に次のよう
に表示される。
　　9＊K（t）＝Scπ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
　森嶋氏は，この価格タームでの成長率定式⑳は，次のことを意味している
とされる。
　「集計的総資本K＊は，経済が拡張を開始する始点とはかかわりなく，定
率S，πで増加するということである。均斉成長のときは，部門別の産出量
も同率で増加する。他方，始点が均斉成長径路からずれておれば，yl（のま
たは匁（ののいずれか一方が他よりも高い率で成長する。一方の部門で消費
される総資本は，他の部門で消費される聡資本よりも急速に増大するから，
経済全体の総資本（価格を用いて集計された）が，資本家の貯蓄性向と利瀾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の率②積である定常率で成長するということである。」
他方，総資本価値Kの成長率9K（彦）は次のように与えられる。
・・ω一（0?P諜謡1調惣i蓉
然るに，投資一貯蓄方程式は次のように与えられるから
　a〔Slyl（t）＋SIYI（の〕＝（CI　＋VI）Ayl（t）＋（CI＋VI）dyl（の
（28）　〔2〕177ページ。
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　㈱は，次のように表示することができる。
　　9・（t）・一・7（澱（の　　　　　　　　　．⑳
　図は，（22）の価格タームでの成長定式を価値タームでの定式に弓形したもの
である。但し，S（t）は集計的剰余価値，　C（t）＋y（t）は集計的総資本Kを
表わしているものとする。
　かくて，g＊K（t）と91〈（t）が等しいのは，①産出量の均斉成長のとき，②搾
取が存在しないとき，③両部門が同一の資本の価値構成をもつときの三つの
場合である．それ故，・とs，　1の関拗・ら，S（t）／〔V（t）＋α’）〕と・とが
同一となるのは，①資本家の消費が行なわれない経済で均斉成長が存在する
とき，②搾取が存在しないとき，③全産業の価値構造が均質のときである。
　以上のうち，①について森嶋氏は次のように述べておられる。
　「明らかに，資本家の消費はないという条件が，現実的なものであるとは
ほとんど考えられない。だが，それは正当だといえる。というのは，資本家
の消費は量において無視しうるだけでなく，われわれが資本主義経済の荒削
りで開張的な画像だけをえがくときには，無視しなければならないのであ
る。マルクスはつぎのように書いた。　『蓄積せよ，蓄積せよ／これがモーゼ
で予言者たちなのだ／』r勤勉は材料を与え，それを倹約が蓄積するだから
倹約せよ，倹約せよ／すなわち，剰余価値または剰余生産物のできるだけ大
きな部分を資本に再転化せよ／』この観点から，S，は，少くとも近似的に
は，1に等しいとみなされる。それゆえに，マルクスの再生産モデルは，フ
ォン・ノイマン・モデルに還元されるのである。フォン・ノイマンモデルは
マルクスの言葉でいえば，r蓄積のための蓄積，生産のための生産』のモデ
　　　　　　（29）ルなのである。」
　森嶋氏は，．「蓄積のための蓄積，生産の売めの生産」を数学的に表現すれ
ば，資本家の個人的消費性向。、　＝＝　O，或は，貯蓄性向Sc－1ということであ
るとされているが，それは誤解であろう。「蓄積のための蓄積，生産のため
（29）　〔2〕182ページ。
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の生産」ということは，資本制経済における生産の本質的特徴を問題にした
ものであり，　「ブルジョア時代の歴史的使命」　（Kap．1・625）を表現した
ものであって，そこにおいては生産は決して消費のために，国民大衆の物質
的・文化的要求を充足するためにおこなわれるのではなく，価値増殖，利潤
追求を目的としてのみおこなわれるということ，資本制生産においては「剰
余価値の生産，利殖が絶対的法則」　（Kap．1・650）であるということを表
現したものなのである。それ故，　「生産のための生産」を数学的に表現すれ
ば，蓄積率を独立変数として想定するということであり∫そこでは，「資本
　　　　　　　　N　（30）家の蓄積と消費のファスト的葛藤」が必然になるのである。
　森嶋氏のように再生産モデルにおいて，s，＝1日目てその蓄積運動を固定
的に措定してしまうならば，そのモデルは，森嶋氏の主張とは全く逆に，資
本制経済に固有な生産の動態的特徴を何等表示しえないものとなるであろ
う。それ故，マルクスの再生産モデルが，フォン・ノイマン・モデルに還元
するとされることも何等の根拠がないものであり，マルクスの再生産論につ
いての誤解にもとつくものであるといえよう。
　かくて，森嶋氏は，以上の議論から成長理論について次のような結論を導
（30）　マルクスが，「生産のための生産」を資本家の個人的消費がゼロに等しいものと
　　して理解していなかったことは，次の叙述からも容易に推測しえるであろう。「古
　典的な資本家は，個人的消費に，資本家の職分に反する罪悪で蓄積の『抑制』だと
　　いう烙印を押すのであるが，現代化された資本家は，蓄積を彼の享楽欲の『節制』
　　として理解することができるのである。……発展がある程度の高さに達すれば，富
　　を示すことにもなりしたがって信用の手段にもなるぜいたくを世間なみにすること
　　は，『不幸な』資本家の営業上の必要にさえなる。奢修は資本の交際費の一一msにな
　　る。……だから，資本家のぜいたくは，はでな封建領主のぜいたくのような無邪気
　　な性質をもつのではなく，むしろそのうしろにはいつでも最も卑しい午下や最も小
　心な打算が潜んでいるのだが，それにもかかわらず，彼のぜいたくは，彼の蓄積と
　　いっしょに，しかも一方が他方を申断させる必要なしに，増大するのである。それ
　　と同時に，個々の資本人の高く張った胸のなかでは，蓄積欲と享楽欲とのファウス
　　ト的葛藤が展開されるのである。」　（Kap．1・623）それ故，資本家の個人的消費
　　のもつ特殊資本制的性格をなんら提示レえないモリシマ・フォン・ノイマンモデル
　　においては，この「蓄積欲と享楽欲とのフアウスト的葛藤」の展開される余地は全
　　く残されていないことになるのである。
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出されている。
　「マルクスの転化定式一つまり，集計的総資本に対する剰余価値の比率が
利潤率に等しい一は，マルクスーフォン・ノイマンの黄金時代の均衡径路で
の一つの関係としては成立する。しかしそれ以外のすべてのばあいには，そ
れは2つの成長率の定義，（eo）式と㈱式，によって結びつけられるところの，
2つの成長定式（22）および四が合意している一般的な関係によって，置きかえ
　　　　　　　　　　　（31）られなければならない。」
　即ち，産出量の成長に関して，一つは，αが一定であるという仮定にもと
づいた方程式から構成されるものと，他は，S，が一定であるという仮定にも
とづいた方程式から構成されるものとの2組目撃生産方程式が存在すること
　　　　　　　　　　　り
になるのであるが，両者から同じ結論をひきだすことができるということで
ある。しかし，森嶋氏は，「最初の方程式体系は，それがオペレーショナル
には無意味であるから，拒否しなければならないが，第2の体系のほうは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨの反証可能であるから受け入れてもよいであろう」とされ，特に，第2の組の
方程式について，それはフォン・ノイマン経済で成立する最適価格瓢均衡生
産価格を用いて集計することが可能であるから，価値概念なしの成長理論を
構築することも可能となるのであるが，そのことによって，　「2部門のマク
ロ的弓学理論としてのマルクス経済学の基礎は深刻な動揺をこうむるであろ
　く　　
う」とされている。
　以上のような森嶋氏の主張の基底にあるのは，集計因子（aggregator）と
「して労働価値論は不適当であり，均衡生産価格（フォン・ノイマン価格）を
集計のためのウェートとして用いる必要があるということであり，均衡生産
価格が価値概念とは無関係に設定されうるということであるが，この問題は
別の機会に論ずることにして，ここでは，2組の成長理論から同じ結論をひ
（31）　〔2〕185～6ページ。
（32）　〔2〕186ページ。
（33）　　〔2〕228ペー一一ジ。
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きだすことができるとされていることについてみよう。
　この問題は，価格タームの成長論の内容はなにかというとと，そこではな
にが解明され，なにが論じられるのかということにも関るものといえよう。
森嶋氏のように価値タームと同じ形式での価格タームの成長論を定式化する
ならば，2組の再生産方程式から同一の結論がえられるのは，ある意味では
当然のことである。価格タームの成長論においては，それがより一層現実に
接近しているという意味において，価値タームの成長論におけるよりは，資
本制経済の動学径路について，具体的であり豊富な全体性を呈示するもので
なければならないであろう。換言すれば，価値タームの成長論における中心
概念は蓄積率aであったが，そこではaの運動は一面的にのみ考察される
にすぎなかったのである。然るに，価格タームの成長論においては，蓄積率
aの代りに貯蓄性向Scを設定するにしても，その運動は，基本的には利潤
率の動向に規定されるものとして，総体性において，豊富な全体として考察
される必要があるのである。価格論が価値論より具体的であるというのは，
単に価格タームによる集計が可能であるということではなく，それが多くの
諸規定の総括であり，多様なものの統一であるということにあるのである。
森嶋氏においては，この両者の連関と区別が明確に把握されていないといえ
よう。
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